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公益財団法人埼玉県下水道公社業務委託標準仕様書 

（水処理・汚泥処理・中継ポンプ場施設維持操作編） 

 

第１章  総   則 

 

１―１ 一般事項     この仕様書（以下「仕様書」という。）は、公益財団法人埼玉県下水道公社

（以下「甲」という。）が委託する流域下水道の終末処理場・中継ポンプ場及

び管渠施設等（以下「処理場等」という。）の維持操作業務（施設の整備・保

守・点検等を含む。以下「業務」という。）に関して適正な履行を期するため、

必要な事項を定めるものである。 

１－２ 業務の履行    受託者（以下「乙」という。）は、施設がその機能を十分発揮するよう契約書 

、契約約款及び仕様書（以下「契約図書等」という。）に基づき業務を能率的、 

経済的にまた、円滑に実施し、かつ、適正に履行しなければならない。 

          ２  業務の履行にあたっては、下水道法（昭和３３年法律第７９号）、水質汚濁防 

止法（昭和４５年法律第１３８号）及び大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７ 

号）等その他関係法令を遵守しなければならない。 

１－３ 業務の内容    業務の主な内容は次のとおりとする。 

（１） 処理場等施設の運転及び監視 

（２） 各設備・機器の点検及び整備（簡易な部品交換含む。） 

（３） 業務の記録、データ整理及び報告 

（４） 簡易な修理・造作及び補修塗装 

（５） 各施設及びその周辺の清掃・除草 

（６） 施設の防火及び盗難防止 

（７） 緊急時の対応（重大な故障時、大雨・地震等の災害時） 

（８） その他特記仕様書及び上記事項の関連指示事項 

１－４ 関係官公署    業務履行のため必要な関係官公署その他の者に対する手続きに伴い必要となる 

等への手続   事務処理については、原則として乙において適正に処理し、かつ必要な費用を負 

担すること。 

          ２  乙は関係官公署その他の者に対して交渉を要するとき、または、交渉を受けた 

時は遅滞なくその旨を甲に申し出て協議すること。 

１－５ 提出書類     乙は指定の期日までに甲の定める様式により、提出書類一覧表に（別表１）に 

掲げる書類を提出すること。 

          ２  乙は提出した書類の内容に変更が生じたときは、遅滞なく変更の届出を行うこ 

と。 

１－６ 総括責任者    乙は委託業務の総括責任者または施設（水処理、汚泥処理、中継ポンプ場等）    

及び業務責   ごとに配置する業務責任者のいずれかを各構成員から選任すること。 

    任者 

１－７ 総括責任者    乙は総括責任者に契約約款第９条第２項に規定する現場代理人の職務及び下記 

の職務     の職務を行わせること。 

（１） 現場の最高責任者として従業員の指揮監督を行うこと。 

（２） 契約図書等から業務内容を十分理解し、監督員との連携を密にするとともに、

処理場等の適正な運転の確保に努めること。 

（３） 施設の機能を十分に理解し、効率的な運転に努めること。 

（４） 従業員の職場研修を行い、技能の向上、事故防止、安全衛生等に努めること。 

（５） 常に状況を的確に把握し、緊急事態が発生した場合は、直ちに体制を整える

とともに、監督員に報告すること。 

１－８ 業務責任者    乙は業務責任者に下記の職務を行わせること。 

の職務    （１） 総括責任者を補佐し不在の時は、その職務を代行する者として、適切な判 
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断及び指揮監督を行うこと。 

（２） 当該業務の業務責任者として、業務従事者の指揮監督を行うこと。 

（３） 契約図書等から当該業務内容を十分理解し、監督員との連携を密にすると

ともに、当該施設の適正な運転の確保に努めること。 

（４） 当該施設の機能を十分理解し、効率的な運転に努めること。 

（５） 当該業務従業員の職場研修を行い、技能の向上、事故防止、安全衛生等に

努め 

ること。 

（６） 常に当該施設の状況を的確に把握し、緊急事態が発生した場合は、直ちに

体制を整えるとともに監督員に報告すること。 

１－９ 緊急時の体    乙は、重大事故、大雨、台風、地震等緊急事態に備えて緊急連絡体制を整備し、 

制       甲の要請に直ちに対応ができる体制を整えておくこと。 

      ２  乙は、緊急事態が発生した場合直ちに体制を整える等適切な措置を行うととも 

に、甲に遅滞なく報告すること。 

      ３  大雨注意報・警報の発令、震度４以上の地震発生等の災害情報を入手した場合、 

速やかに連絡すること。 

１－10 業務の引継    中央監視室等交代勤務を行っている現場では原則として、総括責任者または、

業務      責任者立ち会いのもと適正に業務の引継を行い、その記録簿を現場に備え万全を 

期すこと。 

１－11 職名別能力    乙は職名別能力要件表（別表２）に掲げる職名毎に該当するそれぞれの能力を 

要件      有する者を配置すること。 

１－12 有資格者の    乙は施設別従業員分担配置表には、下水道法、労働安全衛生法、消防法及びそ 

配置      の他関係諸法令等に定める資格を有する者を配置すること。 

      ２  乙は労働安全衛生法、電気工事士法、消防法及びその他関係諸法令に規定され 

る業務については、規定される有資格者に従事させること。 

１－13 他の業務等    乙は本業務の履行場所及びその付近で他の委託、修繕、工事が実施される場合    

への協力    は、甲の指示により委託等が円滑に施工できるよう協力すること。 

１－14 技術員の配    乙は各部署の監視操作業務及び保守点検業務について、各構成員から技術員を 

置       原則複数名配置し、互いに協力関係のもと業務を一体となって行うこと。 

 

第２章  作 業 要 領 

 

２―１ 実施計画書    乙は業務の履行において実施計画書（別表３）を作成し、契約後速やかに甲の

承認を受けること。 

２―２ 作業予定表    乙は作業予定表及び作業実施表を作成し、甲の承認を受けること。 

（１） 作業予定表 

 ア 年間の作業予定について、事前に監督員と協議の上、契約後速やかに委託工

程表を作成し提出すること。 

            イ 月間作業予定表について、事前に監督員と協議の上、前月２５日までに提出

すること。 

ただし、年度始めにあっては、契約後速やかに提出すること。 

           （２） 月間作業予定表による業務終了後は、実施表を原則翌月の５日までに提出

すること。 

２―３ 機器の運転    乙は機器の運転において特性等を十分理解し、適正な操作及び効率的な運転に

努めること。 
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２  乙は故障等による非常時の切り替え運転等について、適正に対応ができるよう

習熟しておくこと。 

          ３  乙は業務上必要な処置を講ずるため、運転停止及び再開するときは、甲の指示

を受けること。 

          ４  乙は機器の運転中に異常を認めたときは、原因調査及び必要な処置を行うこと。 

          ５  乙は運転効率を高めるため、必要に応じて運転データ等の整理、監督員承認の

もと各種試験を行うことに努め、その結果を報告すること。 

２―４ 点検整備     乙は事故等を未然に防止するとともに、各種機器の機能維持を図るため、日常

及び定期的に点検整備を行うこと。 

（１） 日常点検は、機器保守保全を主目的とし、外観及び五感による観察も重視し、

異常を発見した場合はその都度甲に報告し、その指示に従い処置を行うとと

もに、その経過を記録及び報告すること。 

（２） 定期点検は甲と協議し、点検計画書を定め定期的に点検を行うとともに、そ

の結果の測定記録等を添付の上甲に報告すること。 

（３） 各種機器が常に正常に作動するよう、調整、給油、消耗品の交換、補充、清

掃等の整備に努めること。 

２―５ 簡易な修理    乙は点検整備により不良箇所、または故障箇所を発見したときは、備付工具、 

・造作     支給材料等を用い修理可能なものは、甲と協議し承認を受けた後に処置するこ 

と。 

       ２  安全対策用設備等のうち軽易な改良については、甲と協議し備付工具、支給材 

料を用いて造作するものとする。 

 

第３章  安 全 管 理 

 

３―１ 一般事項     乙は労働安全衛生法その他労働災害防止関係法令の定めるところにより、業務 

に従事する者の安全及び健康を確保するために必要な措置を講じ、労働災害の防 

止に努めること。 

          ２  乙は業務の履行にあたり、従業員及び公衆の安全衛生を図るため常に細心の注 

意を払うこと。 

          ３  乙は事故防止のため安全対策について実施計画書で明確にしておくこと。 

          ４  乙は業務の履行にあたり、電撃、感電、薬品類、毒性ガス、酸欠空気、可燃性 

ガス等に対し必要な安全対策を施すとともに、適切な作業方法の選択及び従業員 

への教育配置等を行い、危険防止に努めること。 

          ５  乙は作業の安全を確保するため適切な照明、防護柵、足場及び表示等を設ける 

こと。 

          ６  乙は別途工事等と作業場所が近接または錯綜する場合には、常に相互協調して 

安全管理に支障がないよう処置すること。 

          ７  乙は業務の履行において安全管理上の障害を認めた場合には、直ちに必要な処 

置を講じ、速やかに甲に報告するとともに、必要な場合は指示を求めること。 

３―２ 盗難、火災    乙は業務の実施に必要な安全管理者、作業責任者等を配置して安全管理の徹底 

    事故防止    及び事故防止に努めること。 

          ２  乙は現場における不法侵入、機器類等の盗難・損傷及び事故の発生を未然に防 

止するため、施錠を確認する等注意を払うこと。 

          ３  乙は火元責任者を選任し、たばこ等火気の適正な取扱い及び後始末を徹底させ 

施設の火災防止に努めること。 

             また、甲の防火管理者が実施する防火訓練に協力すること。 
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３―３ 事故・故障    乙は業務の履行中に事故・故障が発生したときは、必要な措置を講じ、原因、    

報告      経緯及び被害状況等を速やかに甲に報告するとともに、報告書を提出すること。 

          ２  事故とは、水質異常、臭気・騒音・振動等の苦情、施設の異常事故・重大な故 

障、人身事故及び施設内の事件等をいう。 

 

                     第４章  そ の 他  

     

４―１ 施設の使用    乙は業務遂行上必要な事務室、控室、浴室等甲の管理している施設の使用につ 

いては甲に対して使用願いを提出し、承認を受けること。 

          ２  乙の責に帰すべき事由により施設をき損または汚損した場合は、乙の費用にて 

現状に復帰すること。 

          ３  乙が所有する備品類を事務室等に持込み使用する場合は、書面をもって甲に届 

出するとともに、甲の定める標示票を貼付し明示すること。 

４―２ 完成図書・    乙は甲が管理する図書類等を借用する場合は、借用書を提出し承認を受けるこ 

鍵等の借用   と。 

          ２  借用品について台帳を作成し、その保管状況を常に把握すること。 

          ３  借用品にき損、盗難、紛失等があった場合は、これを弁償すること。 

４―３ 勤務の心得    従事者は常に創意工夫に心がけ、技術の向上、経費の節減、事故・災害の防止 

及び健康・清潔の保持に努めること。 

４―４ 環境の保全    乙は臭気、騒音、振動等により外部に影響を及ぼすことを未然に防止するため

に適切な処置を行い、環境の保全に努めること。 
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（別表１） 

提 出 書 類 一 覧 表 

 

 

番号 

 

名    称 

 

部数 

 

備     考 

 

１ 

 

委託工程表 

  

契約後速やかに 

 

２ 

 

現場代理人通知書 

  

契約後速やかに（経歴書共） 

 

３ 

 

再委託承諾申請書 

 必要に応じて（履行体制に関する書面

共） 

 

４ 

 

資材・製造所等選定報告書 

  

必要に応じて  

 

５ 

 

実施計画書 

  

契約後速やかに 

 

６ 

 

材料検査請求書 

  

必要に応じて 

 

７ 

 

委託報告書 

 翌月５日まで、ただし、年度末は、業

務終了後速やかに 

 

８ 

 

現場発生品報告書 

  

必要に応じて  

 

９ 

 

委託写真 

  

必要に応じて  

 

１０ 

 

委託完了通知書 

  

完了後速やかに 

 

１１ 

 

月間作業予定表 

 前月25日まで、ただし、年度始め

は、速やかに 

 

１２ 

 

月間作業実施表 

 翌月５日まで、ただし、年度末は、業

務終了後速やかに 

 

１３ 

 

支払検査請求書 

  

必要に応じて  

 

１４ 

 

施設の使用願  

  

必要に応じて  

 

１５ 

 

その他必要な書類 

  

※ 委託写真は、臨時作業、故障修理等の作業時に記録する。 
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（別表２） 

職 名 別 能 力 要 件 表 

 

職  名 能   力   要   件 

・ 総括責任者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 業務責任者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 技術員 

 

 

 

共同企業体の場合は、共同企業体構成員の社員であり、かつ次に掲げるアの要件のほかイ又はウ

の要件を満たすこと。 

ア 下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第15条の３の資格を有すること。 

イ １日最大能力が50,000 m3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設及び汚

泥処理施設の運転管理業務に関し、いずれかの施設の業務責任者として、直前の５年間において

３年以上の実務経験を有すること。 

ウ 下水処理場の運転管理業務において総括責任者として、２年以上の実務経験を有すること。 

共同企業体構成員の社員であり、かつ次に掲げるアの要件のほかイ又はウの要件を満たすこと。 

 

単体企業の場合は、単体企業の社員であり、かつ次に掲げるアの要件のほかイ又はウの要件を満

たすこと。 

ア 下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第15条の３の資格を有すること。 

イ １日最大能力が10,000 m3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設及び汚

泥処理施設の運転管理業務に関し、いずれかの施設の業務責任者として、直前の５年間において

３年以上の実務経験を有すること。 

ウ 下水処理場の運転管理業務において総括責任者として、２年以上の実務経験を有すること。 

 

共同企業体の場合は、共同企業体構成員の社員であり、かつ次に掲げるアの要件のほかイ又はウ

の要件を満たすこと。 

ア 下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第15条の３の資格を有すること。 

イ １日最大処理能力が10,000 m3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設又

は汚泥処理施設の運転管理業務に関し、専門職として直前の５年間において３年以上の実務経験

を有すること。 

ウ １日最大揚水能力が100,000ｍ3以上の中継ポンプ場施設の運転管理業務に関し、専門職として

直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。 

共同企業体構成員の社員であり、かつ次の要件の１項目以上に該当すること。 

 

単体企業の場合は、単体企業の社員であり、かつ次に掲げるアの要件のほかイ又はウの要件を満

たすこと。 

ア 下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第15条の３の資格を有すること。 

イ １日最大処理能力が5,000 m3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設又

は汚泥処理施設の運転管理業務に関し、専門職として直前の５年間において３年以上の実務経験

を有すること。 

ウ １日最大揚水能力が50,000ｍ3以上の中継ポンプ場施設の運転管理業務に関し、専門職として直

前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。 

 

ア 学校教育法による短期大学以上若しくは、高等専門学校又は旧専門学校令による専門学校以上

において、電気科、機械科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、１年以上下水道の維持

管理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者であること。 

イ 学校教育法による高等学校又は旧中等学校令による中等学校において、電気科、機械科又はこ
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・ 補助員 

 

 

・ 普通作業員 

 

・ 軽作業員 

れに相当する課程を修めて卒業した後、２年以上下水道の維持管理に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者であること。 

ウ 学校教育法による短期大学以上若しくは、高等専門学校又は旧専門学校令による専門学校以上

において、電気科、機械科に関する課程以外の課程を修めて卒業した後、２年以上下水道の維持

管理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者であること。 

エ 学校教育法による高等学校又は旧中等学校令による中等学校において、電気科、機械科に関す

る課程以外の課程を修めて卒業した後、４年以上下水道の維持管理に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者であること。 

オ 学校教育法による中学校の課程を修めて卒業した後、５年以上下水道の維持管理に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者であること。 

カ 委託者が前各号に規定する者と同等以上の知識及び技能を有すると認めた者であること。 

 

  学校教育法による中学校の課程を修めて卒業した者又はそれ同等以上と認められる者で、卒業

後３年以上経過した者であること。 

 

  通常作業ができる者 

 

  通常作業のうち、軽易な作業ができる者  
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（別表３） 

実  施  計  画  書 

 

項      目 備    考 

 

１ 業務内容 

２ 現場代理人（責任者）届（写し） 

３ 従業員名簿（資格証明写し） 

４ 施設別従業員分担配置表 

５ 連絡体制表及び緊急出動体制表 

６ 現場研修計画表 

７ 業務代行選任届 

８ 安全管理届 

９ 作業責任者届 

10 火元責任者届   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


